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１．はじめに：岐阜県が初発県となった２６年ぶりの
CSF発生
豚熱（Classical Swine Fever: CSF、旧：豚コレラ）

はフラビウイルス科ペスチウイルス属ペスチウイルス
Cに分類される豚熱ウイルス（CSFV）によって引き
起こされる豚及びイノシシの疾病であり 29)、伝播力の
強さと被害の大きさから家畜伝染病に定められている。
かつての日本におけるCSFは、明治以降に継続的に発
生が確認されたが、弱毒生ワクチン（GPE －ワクチン）
が開発され 26)、国を挙げての撲滅事業により１９９２年の
発生を最後に国内での撲滅を達成し 1)、国際獣疫事務
局（WOAH）により２０１５年にCSF清浄国と認められ
た 27,28)。しかし、２０１８年９月に岐阜県で国内２６年ぶり
のCSF発生が確認された 18,21,28)。さらに、初発報告直
後より、野生イノシシからのCSFV感染も報告され、
野生イノシシでの伝播がCSF発生に関与しているこ
とが示唆された 5,21)。２０１８年の再発以降、国、県、関係
団体及び生産者により発生予防のため飼養衛生管理基
準の遵守徹底等の対策に努めたが、発生は継続した。
そのような状況の中、岐阜県での初発から約１年経過
後の２０１９年９月、国内でのワクチン接種が決定した。
イノシシでの感染が認められた地域である岐阜県と近
隣８県がワクチン接種推奨地域に設定され、GPE －ワ
クチンを用いた養豚場での予防接種が開始された 12)。
その後ワクチン接種推奨地域は２０２２年９月時点で東北、
関東、四国を含む３９県に拡大した 12)。このワクチン接
種開始以降、発生リスクは減少したが 6)、イノシシでの
感染拡大に伴い２０２２年９月現在、１７県８４事例のCSF発
生が報告されており、未だ日本におけるCSF終息の兆
しは見えていない 11)。

２．CSFワクチンの特性と目的
現在、日本で製造販売・使用されているCSF生ワク

チンはCSFV GPE －株を用いたワクチンである。この
株はモルモット初代腎培養細胞で継代されて作出され
た弱毒株で、接種によりワクチン接種後３日で細胞性
免疫による防御が発現する、接種後１０～１４日で中和抗
体が産生される、１回の接種で中和抗体は２年以上持
続するなどの性状を示し 32)、非常に有効なワクチンで
ある。また、接種豚で臨床症状を示さず、同居感染や
病原性復帰が起きないことから、安全性は非常に高い
ことが確認されている 27)。
このワクチンの効果は絶大だが、有効に使用するた
めには接種時の移行抗体の高さに留意する必要がある。
ワクチンに対する移行抗体の影響としては、高い移行
抗体が残った子豚に接種した場合、ワクチン株が移行
抗体により排除され、ワクチンブレイクすることが知
られている 27)。逆に、ワクチン接種前の子豚では、移
行抗体によるCSFの防御には抗体が一定量以上必要
であり、それを下回ると防御できない 2,3)。以上より、
防御可能な移行抗体が残りつつ、ワクチンテイクする
適切な時期に接種することが望ましい 2)。
そしてCSFワクチン接種による集団免疫率の目標

は８０％ 10,27)とされている。一般にワクチン接種の目的
は、個体レベルでの免疫獲得による「感染予防」だけ
でなく、集団レベルでの免疫率による「流行の終息」
があり、集団の免疫率がある閾値を超えることで、流
行を阻止する。CSFの場合、肥育豚の豚房間感染によ
る実行再生産数（ R0）は 48)、ワクチンの１回接種で
１００％免疫と仮定してfは１、これらをもとに以下の
式による必要な免疫率（ pc） 33)を計算すると、７５％の
免疫率により撲滅が可能とされ、さらに汚染度が高い
地域を想定して ８０％を免疫率の目標として設定され
た。
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実際に、CSFワクチンを全頭に接種したとしても、
ごく一部、免疫反応しない個体が存在し、豚群１００％の
免疫を目指すことは不可能で 27)、かつての撲滅も、集
団免疫による「流行の終息」を目的として活用され、
効果を発揮した。
２０１９年にワクチン接種が開始されて以降、ワクチン
接種地域では特定家畜伝染病防疫指針に基づき、豚群
の免疫状況を確認する検査が開始された。この指針で
は、ワクチン接種推奨地域に設定された地域のすべて
の豚に初回のワクチン接種を行う。その後、生まれた
ばかりの子豚は移行抗体の影響を考慮して生後１～２
カ月でワクチンを接種、繁殖豚は初回接種から６カ月
後、その後は毎年補強接種し、生涯で最大４回接種す
ることとなっている。

３．CSFワクチン効果の確認のための抗体検査
CSF抗体の測定法は、無血清培養細胞株CPK-NSを

用いた中和試験 22,23)と、スクリーニングのための酵素
結合免疫吸着法（ELISA: Classical Swine Fever ELISA 
kitⅡ、株式会社ニッポンジーン、東京、日本）が用い
られている。ELISAでは、検体 / 陽性比（S/P値）を
算出して結果を判定し 24)、S/P値＜０．０５を陰性、０．０５≦

１
f

１
R0

S/P値＜０．１０を疑似陽性、S/P値≧０．１を陽性と判定す
る。なお、これらの検査により豚群の抗体陽性率から
免疫率を判定するが、中和試験で抗体陽性と判定され
る中和抗体価１～１６倍程度の場合でもELISAでは陰
性又は疑陽性と判定される場合があるため、注意が必
要である 16,17)。

４．ワクチンブレイクの懸念と抗体検査の特性
以前から懸念されていたこととして、ワクチンは移
行抗体の影響を考慮して１～２カ月齢で接種すること
とされているが、２０１９年の初回一斉接種を受けた母豚
（いわゆる第１世代）は移行抗体を持たない状態で接種
されることで、強い免疫反応から抗体価の高止まりが
発生し、そして第１世代から生まれた子豚（第２世代）
は、初乳を通じて高い移行抗体を得ることで、ワクチ
ンブレイクする可能性があった 25)。かつて長期的にワ
クチン接種が行われていた１９９９年の報告 23)では、移行
抗体の存在下での接種により、分布は中央値１２８倍程
度となっていたが、２０１９年の母豚群の抗体価を中和試
験により測定すると中央値は５１２倍となり、母豚の抗体
価の高止まりを確認した（図１）。
２０１９年１０月にワクチン接種が開始されてから、その
１カ月後と、その半年後に検査を行ったところ、１カ
月後の検査では母豚の ELISA陽性率９４．９％、子豚

　　　図１　世代別の母豚の抗体分布
　令和３年度の母豚抗体分布を第１世代と第２世代に分けると、抗体分布が異なることを確
認した。第１世代は高めの一峰性、第２世代はなだらかなばらつきが大きい分布となってお
り、令和２年度から３年度にかけて第１世代と第２世代が混在する状況となった。
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９９．０％であったのに対し、その半年後の検査では母豚
９９．１％、子豚７３．２％と子豚の陽性率低下を確認し、こ
のような８０％を下回る事例が全国のワクチン接種地域
で相次いだ 13)。ただし、当時の国の方針としては、初
回接種後概ね４週間以上経過した後、抗体検査
（ELISA検査）を実施することとなっていた 13)。
これは前述のとおり低めの中和抗体価の場合、

ELISAでは陰性又は疑陽性と判定される場合がある
ため、抗体を有する豚を陰性として判定している可能
性があった。実際にELISA陰性～疑陽性であった血
清を用いて中和抗体価を測定したところ、抗体を有し
ている豚が多数確認された（表１）。ここから、ELISA
だけでは実際の免疫付与率を判定することはできず、
「正確に」判定するためにはELISA陰性、疑陽性のも
のは中和試験を併用し、抗体の有無を確認する必要が
あると考えられた。

５．と畜場での出荷豚採血によるワクチンテイク
率の確認
実際にワクチンブレイクがどの程度起きているのか

正確に判定する必要があるが、ELISAだけでは判定で
きないことに加えて、免疫付与率を判定するためには、
「移行抗体の消長」を考慮する必要がある。出生後十分
な日齢が経過していない子豚を検査する場合、ELISA
及び中和試験いずれの検査法でも移行抗体を検出して
しまう可能性があり、正確な免疫付与率を判定できず、

確実に判定するためには十分な日齢が経過した豚のみ
を検査する必要がある。移行抗体の半減期は１１日程
度31)であることから、高抗体価（５１２～１０２４倍）の母
豚から生まれた子豚で移行抗体が切れていると想定さ
れる日齢は１２０日齢以上と計算できるため、これらの豚
を採血し、ELISAと中和試験により抗体測定すること
でより確実な免疫付与率を判定することが可能である。
そこで、岐阜県では半年ごとに県内出荷農場の出荷肥
育豚（概ね１８０日齢以上）を採血、ELISAを実施し、
さらにELISAで陰性であった検体を中和試験で１倍
以上の抗体を有しているものをテイクとして判定する
ことで、免疫付与率の判定を行っている。２０２０年から
２年間の計４回延べ６０農場の検査を実施した結果、
８０％免疫を下回った農場は２農場（免疫付与率は
７８．６％及び７６．２％）のみで、大幅なワクチンブレイク
による免疫付与率の低下は起きていないこと、そして
計算上の必要な集団免疫率は７５％であることから、ワ
クチンブレイクを原因とした極めて危険な状況には
なっていないことを確認した（表２）。また、ELISAで
の判定は疑陽性を抗体有りに含めてもよい 15)とされて
いるが、それでもELISAだけの陽性率では８０％に達せ
ず、中和試験を併用して１倍以上の抗体の有無を確認
して判定する必要があると考えられた。８０％を下回っ
た２農場は、いずれも第１世代が大部分を占める当時
としては早めの３０～４０日齢接種を行っていたことから、
適切な接種時期の検討は重要であると考えられた。
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６．ワクチン接種開始以降の全国での発生と接種
適齢期
前述のとおり、大幅なワクチンブレイクが起きてい

ないことを確認したが、全国ではワクチン接種地域で
の発生が継続している 11)。この原因として考えられる
ことは、ワクチン接種までの間の移行抗体が消失した
期間（免疫空白）である。実際に、他県での発生事例
の日齢は、ワクチン接種日齢である３０～６０日齢程度で
の発生ばかり 34)で、肥育後期での発生は報告されてい
ない（出荷直前のワクチン未接種事例を除く）。
岐阜県では、これらの状況を踏まえ、農場ごとで接

種適齢期を設定する取り組みを２０２０年末から開始した。
接種適齢期の設定は、中和抗体価の半減期から算出す
ることが基本 19,31)だが、中和試験は時間と労力が必要
で、さらに実施できる施設は家畜保健衛生所の中でも
病性鑑定施設のみであった。そこで、E２蛋白質を抗原
としたELISAキットのS/P値と中和試験による抗体
価は相関関係があること 17)、ELISAは全国の家畜保健
衛生所で実施可能で、迅速に多検体処理できる手法で
あることから、岐阜県では子豚の移行抗体の消長、移
行抗体とワクチンテイクの関係を実際の農場で調査し、
ELISAから推定できる数理モデルを構築した。この
モデルを用いて半年ごとに県内全農場の接種適齢期の
検討を行っており、２０２２年９月時点で１５県２５６農場に
て活用された。さらに、このモデルを肥育豚の出生か
ら出荷までの免疫状況を確認できるモデルに改変し、
２０２２年下半期の岐阜県の母豚抗体分布からその産子の
出生から出荷までの免疫状況を推定すると、ワクチン
接種日齢前後で大きな免疫空白が発生している結果と
なり、全国での発生日齢と一致する結果となった（図
２）。このようなことからも、「適切な時期のワクチン

接種」は重要で、農場ごとや豚群ごとにきめ細かい免
疫状況の把握などの対応が推奨される。

７．母豚の抗体分布の変化
前述のとおり、初回一斉接種を受けて高値となった
抗体分布の第１世代とそこから生まれた第２世代は、
抗体分布が異なる可能性があるため、実際にワクチン
接種が開始されてから半年ごとに母豚の抗体分布を確
認した。県内全体の母豚抗体分布は、２０２０から２０２１年
にかけて４回検査したところ、GM値＝５９０．５、３９３．２、
２１３．０、１０２．２と変化し、接種開始後１年間は５１２倍を
ピークとした高めの分布であったが、２０２１年には低め
のなだらかな分布に変化し、母豚抗体分布のバラツキ
が徐々に増大していた。２０２１年度の第１世代と第２世
代を分けて分布を確認すると、全く異なる分布となっ
ていることを確認した（図１）。抗体分布が揃っている
状況であれば接種適齢期を設定しやすいが、現在はバ
ラツキが大きい分布状況となり、８０％テイクする接種
日齢では多くの子豚の移行抗体が防御できない抗体価
まで下がってしまうような、接種日齢の設定が難しい
状況となっている。また、高い抗体価の第１世代をで
きる限り早く更新し、第１世代と第２世代の分布の混
在を解消することが課題であったが、東北等のワクチ
ン未接種地域からの母豚が導入される農場では、自家
産が第２世代に移行する一方、継続して第１世代の母
豚が導入され、バラツキが大きい状況が継続していた。
なお、２０２１年６月に青森県、岩手県が接種推奨地域に
設定されたことで東北全県がワクチン接種地域とな
り 12)、現在では、東北からの導入豚も第２世代に移行
しつつある。

　　　図２　全国の発生事例の摘発日齢と肥育豚の出生から出荷までの免疫状況の比較
　２０２２年下半期の岐阜県の母豚抗体データを用いて、５０～６０日齢接種を行った場合の産子の
出生から出荷までの免疫状況を数理モデルにより推定したところ、ワクチン接種までの間に
大きな免疫の穴が起きていると考えられ、全国の摘発日齢と一致した。
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８．追加接種によるブースター効果
母豚群の抗体分布のバラツキが大きいと、肥育豚の

接種日齢の設定が難しい状況となる。低抗体価または
高抗体価の母豚の二極化が起きてしまうことが接種適
齢期の設定を難しくしている要因で、この点を改善す
ることで母豚の抗体価を揃え、接種適齢期を設定しや
すい母豚群にできないか検討する必要があった。その
手法の一つとして、低抗体価の母豚への追加接種が考
えられた。ワクチン用法による追加接種の本来の目的
は、ワクチンブレイクした母豚に抗体を付与すること
による「豚群の免疫率の底上げ」であるが 27)、低抗体
価の母豚（中和抗体価２～１６倍）に複数回ワクチン接
種することでブースター効果により、ある程度高めの
抗体価に変化させることができないか調査を行った。
結果としては、１６倍以下の母豚に接種した場合は若干
の抗体価の上昇は認められたが、急激な上昇ではなく
３２倍を中央値とした分布に変化した（図３）。母豚抗体
価が２～１６倍程度ではその産子は出生時点からすでに
防御できない状態だが、３２倍以上あれば、少なくとも
出生から数日間の防御率を上げることは可能であると
考えられる。しかしながら、現在の母豚抗体分布を揃
え、接種日齢を決めやすくなるほどの劇的な改善とな
るわけではない。したがって、母豚へのワクチン用法
の追加接種は、ある程度の母豚抗体分布の平準化に効
果はあると考えられるが、抗体分布のバラツキの問題
はこれだけで解決できるものではなく、さらに有効な
手法の検討が必要であると考えられた。

９．平成時代と令和の違い、これからのワクチン
接種
図１のとおり第２世代の分布は、１９９９年の報告 23)に

あった平成時代の１２８倍を中央値とした分布に近い。
この平成時代の分布に適した接種日齢として、一律３０
～４０日齢接種を基準とする用法が設定された。した
がって、現在の第１世代がほとんど淘汰される頃には、
一律３０～４０日齢接種を基本とした状況に近づくと考え
られた。第１世代が全て第２世代に置き換わる時期は
およそワクチン接種開始以降２～３年を要すると考え
られ 9)、実際に２０２２年春には県内の母豚の約８０％が第
２世代に置き換わっていることを確認した。しかしな
がら、ワクチン開発者の清水悠紀臣先生によると、接
種プログラムの策定時、２０－３０日齢接種で８０％程度が
免疫付与されると計算されることから、２０－３０日齢が
接種適齢期であることを主張したが、若齢豚への接種
の事故リスクなどの要因により３０－４０日齢接種となっ
た経緯があった 20)。実際に平成時代の分布を用いて中
和抗体価の半減期から接種適齢期を推定すると、２０日
齢以降の接種で８０％テイクが見込めるとともに、１０日
齢以降で移行抗体の消失による免疫空白が起きている
計算となり、清水先生の主張と一致する結果となった
（図４）。したがって、もし今後、平成時代のように抗
体分布が安定化した状況で３０－４０日齢接種を継続した
場合、常に免疫空白が起きてから接種することを続け
ることになる。現在と平成時代で異なることは、野生
イノシシでウイルスが拡大していることで、平成時代

　　　図３　低抗体価母豚への追加接種による効果
　１６倍以下の母豚群に追加接種した場合、追加接種後は３２倍をピークとした分布に変化した。
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にはこのような接種日齢で大きな問題はなかったが、
現在も同じような接種日齢では、常に接種時に免疫空
白が起きてから接種することになり、大きなリスクが
残る状況が続くことになると考えられた。
２０２２年７月、牛豚等疾病小委員会にて、３０日齢以前
の接種は可能であることが示された 16)。CSFワクチン
の添付文書に記載された１～２カ月齢の接種日齢は、
参考事項として標準的な接種日齢を記載したもので、
用法として承認された事項に該当せず、用法外使用と
はならない。岐阜県では、２０２２年から農場ごとの抗体
分布によっては３０日齢以前の接種を開始し、少しでも
発生するリスクを低減できるように努めている。

１０．おわりに：長期的に発生リスクは残り、有効
な対策が必要
このように難しい状況となっていることから、養豚

農場では特に以下の３つの対策を強く推進する必要が
ある。
１　バイオセキュリティの重要性の再認識
まずワクチンは豚群の免疫率１００％を期待するもの

ではなく、一部の豚はワクチンブレイクしてしまうこ
と、さらに現状の母豚抗体分布では、子豚にワクチン
接種を行う前に免疫空白が起きてしまう状況から、ワ
クチンだけでリスクをゼロにすることはできず、飼養
衛生管理基準の遵守（バイオセキュリティ）は不可欠
である。特にワクチン接種前の離乳豚では、移行抗体
消失により免疫空白が起きている可能性があり、分娩
舎及び離乳舎での作業時並びにワクチン接種時にウイ
ルスを持ち込まないよう細心の注意を払う必要があ
る。

２　ワクチン免疫状況と接種適齢期の把握
CSFワクチンは、かつてのCSFを撲滅した実績だけ
でなく、岐阜県では初発から毎月のように発生した状
況（２０１８年９月から２０１９年９月までに他県の疫学関連
１事例を含め２３事例発生） 11)が接種開始以降は発生ゼ
ロであることからも、非常に有効な発生予防ツールで
あるといえる。しかしながら、できる限り有効に使用
するためには移行抗体の影響を考慮して使用する必要
があり、農場ごとに母豚抗体分布の把握に努め、状況
にあわせてワクチン日齢を調整することが重要である。
さらに、現在は豚繁殖・呼吸障害症候群（PRRS）

ウイルスやサーコウイルス２型（PCV２）等の新興感
染症により、CSFワクチン効果が減弱するなどの影響
も懸念されており 7,30)、移行抗体以外の影響要因の解析
が課題である。
３　野生イノシシ感染状況の監視と拡大防止対策の長
期的な継続
農場の近隣で野生イノシシの陽性事例がある場合、
ウイルス侵入のリスクが極めて高い状況となるため 5,6)、
野生イノシシのサーベイランスにより野外ウイルス拡
散状況を監視し続ける必要がある。日本としては野生
イノシシでの感染を終息させることが最大の課題で、
経口ワクチン散布による拡散防止対策が講じられてい
る。しかしながら、日本はEUとは地形が異なるなど
の状況から、経口ワクチン散布の効果は低い状況 14)で
ある。
このような状況から、野生イノシシでの感染は長期
的に継続すると考えられるが、現状のCSF対策は家畜
保健衛生所の従前の業務にさらに上乗せされた業務で
あり大きな負担となっている。一部の県では、細かい

　　　図４　平成時代の抗体分布から推定した接種適齢期
　ワクチンの用法用量の３０～６０日齢接種が設定された根拠である平成時代の分布（中央値
１２８倍）から接種適齢期を推定したところ、２０－３０日齢接種で８０％テイクが見込める結果と
なった。
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間隔でのワクチン接種、農場の抗体検査による免疫状
況の把握などの対応が十分にできない場合もあり、今
後長期的に運用可能な体制の整備も求められる。
現状、農場でのCSF発生をゼロにすることは難しい

かもしれないが、国、県、管理獣医師等が団結して農
場をサポートし、前述の対策を総合的に行うことで発
生を最小限に食い止めるとともに、大学等の研究機関
を含めたワンチームで、新技術の開発及び有効な施策
を検討し、少しずつ現在の厳しい状況を変えていくこ
とが求められる。
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